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（続紙 ２ ） 
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は、国際機構と構成国の国際責任に関する問題、とりわけ国連平和活動に適
用される行為帰属論について、これまでの学説や国連国際法委員会における法典化
作業の成果、関連する国内裁判所や国際裁判所の裁判例を丹念に検討しており、そ
の内容には以下のような特徴がみられる。 
第一に、国連が関係する軍事活動について、国連平和維持活動だけでなく、国連が
国連憲章第７章に基づく行動として許可した多国籍軍型軍事活動も国連平和活動とし
て位置づけることで、これら活動に一貫して適用し得る理論を構築しようとした手法
があげられる。国際機構の行為帰属論に関するこのアプローチの採用は本論文の独自
性を示すものであり、これまでの判例・学説における錯綜した議論を分析する枠組み
を設定するとともに、国連が関係する軍事活動より生じる行為帰属の問題に包括的な
解決策を用意することを可能とする視座を提供する点において、理論的にも実践的に
も重要である。 
第二に、本論文は、国連平和活動に関する行為帰属の理論的根拠としての職務関連
性、職務関連性の指標として機能する当該行為への支配、被害者救済のための実効的
手続の必要性という三つの視点を導入して、これまで唱えられてきた行為帰属基準を
的確に整理する。その上で、国連が求める活動の一体性・自律性の要請や国連平和活
動に伴う違法行為の防止可能性などに起因する国家責任及び国際機構の国際責任に係
る問題点を丁寧に摘出しており、その検証はきわめて緻密かつ説得的である。 
第三に、本論文は、以上のように摘出された問題点に的確に応答し、原則として国
連に行為を帰属させる「一義的・補完的帰属論」という独自の解決策を提示してい
る。その主張は、特に被害者救済の必要性から行為の多重帰属を排除しない点にも慎
重に言及しており、精緻かつ堅実な学説・判例分析に依拠した説得力ある論証に基づ
く内容を有している。 
上記の特徴から、本論文は、近年における国連平和活動の行為帰属法理の展開と現
行の法状況に関して新たな知見をもたらす優れた水準の業績であると評価できる。 
 もっとも、国連と部隊提供国、さらにはその他の国際機構のいずれにも行為帰属の
可能性が残る場合、なぜ一義的に国連に行為が帰属することになるのか、さらにはそ
のための考慮要因とされる国連の活動の一体性や被害者救済の必要性などの指標が行
為帰属の決定に際してどのように作用するのかなど論じ尽くされていない点も見受け
られる。しかし、判例・学説とも錯綜する国際機構の行為の帰属問題に果敢に取り組
み、実証的な検討を加え、説得力ある解決策を提示して国際機構の国際責任理論に貢
献する知見を示したことは高く評価されなければならない。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであり、
かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められる。ま
た、平成２７年２月３日に調査委員３名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
